第４章　公益法人を選択しない場合、どうするか

1.　一般法人（一般財団・社団）を選択する場合

　現行の公益法人が、新制度に移行する間は、特例公益法人という。この特例公益法人の期間は、2008年12月から2013年11月までで、これは現行の公益法人が新公益法人か一般法人かを選択し、行政庁（公益認定等委員会）からいずれかの認定を受ける期間でもある。この認定を受けない場合は、解散したものとみなされる。

　この特例公益法人の期間に、一般法人を選択する場合、移行時に所有していた公益目的財産額に相当する金額を公益の目的のために消費する計画である公益目的支出計画の作成と実施が義務づけられる。

　この公益目的支出計画に記載する、公益のために行う事業等を「実施事業等」といい、実施事業等として他の公益的団体に寄付してもよいし、「収入が費用を下回る公益的な事業（赤字の公益的な事業）」を、赤字額の累積が公益目的財産額に相当する額に達するまで行ってもよい。なお、「実施事業等」とは①公益認定法に定める公益目的事業、②これまで実施してきた公益事業、③類似の公益法人や地方公共団体などの公益的な団体への寄付に分類されている。

　公益目的支出計画実施中は毎事業年度の公益目的支出計画の実施報告が必要となるが、比較的自由な立場で公益的な事業はもとより様々な事業を実施したい法人が選択することが想定される。

　一般法人に摘要される税制については、「原則課税となる一般法人」と「収益事業だけが課税となる一般法人」に分類される。「収益事業だけが課税となる一般法人」は収益事業以外は非課税となることから、現行の公益法人への課税と同様となる。「収益事業だけが課税となる一般法人」とは、①非営利性が徹底された法人、②共益的活動を目的とする法人とされている。このため、自治体出資の公益法人が一般法人に移行した場合でも、課税は現行と同様で収益事業だけに課税となるケースが多いと想定される。

	非営利性が徹底された法人の主な要件

	①　定款に剰余金の分配を行わない旨の定めがあること

	②　定款に解散時の残余財産が公益的な団体に帰属する旨の定めがあること


2.　他の法人に移行する場合の方法と課題

　公益法人または一般法人ではなく、他の法人に移行する場合、いずれも新法人を設立し旧法人を解散させることになる。そのパターンを以下に示す。なお、この場合の移行方法は、公益法人改革関連三法に定めがないため、適用法の基礎は現行どおり民法である。

(１)　営利法人（株式会社）を選択する場合

　　　政府は1998年12月、「公益法人の営利法人等への転換に関する指針」を示している。この指針では、公益法人から営利法人に転換ないしは公益法人の事業を営利法人に譲渡する場合、以下の５パターンが例示されている。

　　①　公益法人（財団・社団）が解散し、その事業を株式会社に譲渡する場合

　　②　社団がその事業を株式会社に譲渡し、解散する場合

　　③　社団がその事業を株式会社に現物出資した後、解散する場合

　　④　公益法人が目的（事業）を変更して、従来行ってきた事業を株式会社に譲渡し、残存する又は追加された事業を継続するために公益法人が存続する場合

　　⑤　公益法人が目的（事業）を変更して、従来行ってきた事業を株式会社に現物出資し、残存する又は追加された目的にしたがった事業を継続するために公益法人が存続する場合

　　　　いずれの場合でも、次の点に留意する必要がある。

　　　●　事業の譲渡先が新たに設立される株式会社の場合、株式会社の設立手続きを開始する。

　　　　ただし、既存の株式会社に事業を現物出資する場合には、株式会社の設立は不要である。

　　　●　定款または寄付行為に解散後での残余財産の帰属権利者の指定がない場合、国庫に帰属する（民法第72条第２項）

　　　●　公益法人の清算人と株式会社（発起人または代表取締役）との間で事業譲渡契約を結ぶ。その際には、事業や財産とともに、雇用関係の継承を確認する。

　　　●　解散する公益法人の清算人は、労働契約の継承に関し、従業員の同意を必要とする（民法第625条第１項）

　　　●　社団の社員（会員）は、残余財産の分配や残余財産から出資の払戻しを受けることはできない。残余財産は、帰属権利者に引き渡される（民法第78条第１項第３号）

　　　　法人の転換でも、事業の譲渡の場合でも、雇用関係（雇用主）の変更となるため、労働契約の継承が最大の課題となる。

(２)　ＮＰＯ法人を選択する場合

　　　ＮＰＯ法人に移行する場合は、ＮＰＯ法人を設立し、ＮＰＯ法人に事業を譲渡したうえで、特例民法法人を解散させることになる。

3.　特例法人の期間に、法人が清算（解散）または合併する場合

　特例法人が清算または特例法人どうしが合併する場合は、以下のとおりとなる。

(１)　解散する場合

　　　特例法人を清算する場合は、従前のとおりとし、民法が適用される（関係法律整備法第65条）。

　　　したがって、理事会、評議員会または総会で選任された清算人を１～２名置き（大規模法人の場合は監事も置く）、①現務の終了、②債権の取立ておよび債務の弁済、③残余財産の分配を実施しなければならない。

　　　残余財産の処分についてとくに定めがなく、さらに総会または評議員会でも指定がない場合には、国庫に帰属するが、自治体出資の公益法人の場合は、自治体に帰属することになる。

(２)　特例法人どうしの合併

　　　特例民法法人は、他の特例民法法人との合併が可能となる。単独ではクリアできない公益認定基準の壁をいくつかの法人が合併することによりクリアして、公益法人となることも可能だ。しかし、特例民法法人は他の法人（ＮＰＯ法人・社会福祉法人など）とは合併はできない。

　　　特例法人どうしの合併は、関係法律整備法第66条が適用される。この場合、①合併する特例法人で「合併契約」を締結し、②総会または理事会での承認、③旧主務官庁の認可などの手続きが必要となる。

　　　合併の場合は、事前協議で雇用継続について労使合意をはかる必要がある。解散の場合は雇用が失われるため、自治体・法人当局と雇用の確保について確認する必要がある。

4.　公益法人としての認定が取り消された場合

　公益法人への移行後に認定が取り消されて一般法人になった場合、「公益目的事業財産の残額」に相当する額の財産を取り消してから１か月以内に、定款で定めている公益法人や地方公共団体に贈与することになる。１月以内に贈与しないときは、都道府県知事に認定されていた公益法人の場合は、都道府県に贈与することになる。
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